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発行者情報  

【表紙】   

【公表書類】 発行者情報 

【公表日】 2025年９月12日 

【発行者の名称】 株式会社ＡＩＲ－Ｕ 

(ＡＩＲ－Ｕ ＬＴＤ．) 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 田中 康之助 

【本店の所在の場所】 東京都港区北青山一丁目２番３号 

青山ビル13階 

【電話番号】 03-6277-6692 

【事務連絡者氏名】 取締役管理本部長 半田 祐樹 

【担当J-Adviserの名称】 株式会社日本Ｍ＆Ａセンター  

【担当J-Adviserの代表者の役職氏名】 代表取締役社長 竹内 直樹 

【担当J-Adviserの本店の所在の場所】 東京都千代田区丸の内一丁目８番２号 

【担当J-Adviserの財務状況が公表される

ウェブサイトのアドレス】 
https://www.nihon-ma.co.jp/ir/ 

【電話番号】 03-5220-5454 

【取引所金融商品市場等に関する事項】 TOKYO PRO Market 

なお、振替機関の名称及び住所は下記のとおりです。 

名称：株式会社証券保管振替機構 

住所：東京都中央区日本橋兜町７番１号 

【公表されるホームページのアドレス】 株式会社ＡＩＲ－Ｕ 

https://air-u.jp 

株式会社東京証券取引所 

http://www.jpx.co.jp/ 
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【投資者に対する注意事項】 

１．TOKYO PRO Marketは、特定投資家等を対象とした市場であり、その上場会社は、高い投資リスクを含んでいる場合が

あります。投資者は、TOKYO PRO Marketの上場会社に適用される上場適格性要件及び適時開示基準並びに市場価格の変

動に関するリスクに留意し、自らの責任で投資を行う必要があります。また、投資者は、発行者情報により公表された

情報を慎重に検討した上で投資判断を行う必要があります。特に、「第一部  第３  ４【事業等のリスク】」において

公表された情報を慎重に検討する必要があります。 

２．発行者情報を公表した発行者のその公表の時における役員(金融商品取引法(以下「法」という。)第21条第１項第１

号に規定する役員(取締役、会計参与、監査役若しくは執行役又はこれらに準ずる者)をいう。)は、発行者情報のうち

に重要な事項について虚偽の情報があり、又は公表すべき重要な事項若しくは誤解を生じさせないために必要な重要な

事実に関する情報が欠けていたときは、法第27条の34において準用する法第22条の規定に基づき、当該有価証券を取得

した者に対し、情報が虚偽であり又は欠けていることにより生じた損害を賠償する責任を負います。ただし、当該有価

証券を取得した者がその取得の申込みの際に、情報が虚偽であり、又は欠けていることを知っていたときは、この限り

ではありません。また、当該役員は、情報が虚偽であり又は欠けていることを知らず、かつ、相当な注意を用いたにも

かかわらず知ることができなかったことを証明したときは、上記賠償責任を負いません。 

３．TOKYO PRO Marketにおける取引所規則の枠組みは、基本的な部分において日本の一般的な取引所金融商品市場に適用

される取引所規則の枠組みと異なっています。すなわち、TOKYO PRO Marketにおいては、J-Adviserが重要な役割を担

います。TOKYO PRO Marketの上場会社は、特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例(以下「特例」という。)

に従って、各上場会社のために行動するJ-Adviserを選任する必要があります。J-Adviserの役割には、上場適格性要件

に関する助言及び指導、並びに上場申請手続のマネジメントが含まれます。これらの点について、投資者は、東京証券

取引所のホームページ等に掲げられるTOKYO PRO Marketに係る諸規則に留意する必要があります。 

４．東京証券取引所は、発行者情報の内容(発行者情報に虚偽の情報があるか否か、又は公表すべき事項若しくは誤解を

生じさせないために必要な重要な事実に関する情報が欠けているか否かという点を含みますが、これらに限られませ

ん。)について、何らの表明又は保証等をしておらず、前記賠償責任その他の一切の責任を負いません。 
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第一部 【企業情報】 

 

第１ 【本国における法制等の概要】 

該当事項はありません。 
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第２ 【企業の概況】 

 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

回次 第７期(中間) 第８期(中間) 第９期(中間) 第７期 第８期 

決算年月 2023年６月 2024年６月 2025年６月 2023年12月 2024年12月 

売上高 (千円) 5,812,970 6,059,515 6,809,497 11,942,938 12,934,430 

経常利益 (千円) 901,210 1,104,734 714,033 1,752,553 2,028,584 

中間(当期)純利益 (千円) 586,036 713,781 501,418 1,143,210 1,320,450 

持分法を適用した 
場合の投資利益 

(千円) ― ― ― ― ― 

資本金 (千円) 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 

発行済株式総数 (株) 6,000,000 6,000,000 6,000,000 6,000,000 6,000,000 

純資産額 (千円) 2,620,339 3,988,292 5,136,614 3,237,611 4,645,658 

総資産額 (千円) 4,095,401 5,501,274 6,623,753 4,876,331 6,379,723 

１株当たり純資産額 (円) 436.72 649.26 830.75 529.67 752.57 

１株当たり配当額(うち 
１株当たり中間配当額) 

(円) 
― 
(―)

― 
(―)

― 
(―)

― 
(―)

― 
(―)

１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) 97.67 118.96 83.56 190.53 220.07 

潜在株式調整後１株当たり 
中間(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) 63.8 70.8 75.3 65.2 70.8 

自己資本利益率 (％) 25.3 20.2 10.6 44.0 34.3 

株価収益率 (倍) 36.8 30.2 43.0 18.9 16.3 

配当性向 (％) ― ― ― ― ― 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 677,466 520,369 376,910 1,364,026 1,253,199 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △5,120 14,781 △293,083 △426,909 △281,837 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △36,662 △28,359 △20,000 △73,324 △48,359 

現金及び現金同等物の中間
期末(期末)残高 

(千円) 2,463,797 3,198,698 3,678,736 2,691,906 3,614,909 

従業員数 
〔外、平均臨時雇用人員〕 

(名) 
10 

〔 ―〕
13 

〔 ―〕
17 

〔 ―〕
12 

〔 ―〕
13 

〔 ―〕

(注) １．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については掲

載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益については、持分法を適用する重要な関連会社が存在しないため記載して

おりません。 

４．１株当たり配当額及び配当性向については、配当を行っていないため記載しておりません。 

５. 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

６．従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は、従業員の総数の100分の10未満であるため記載を省略してお

ります。 
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２ 【事業の内容】 

（１）自社ネットワーク/キャリア_再販事業（ポストペイド型SIM） 

主な事業内容の変更はありません。 

 

（２）クラウドサービス運用事業 

当中間会計期間において、【端末販売実績・帯域契約状況】及び【「CLOUD AIR WiFi」オリジナル端末一覧】につ

いて次ページの通り変更がありました。 
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（３）自社ブランド再販事業（プリペイド型SIM）及び（４）e-プラットフォーム事業 

主な事業内容の変更はありません。 

 

（５）その他の事業 

主な事業内容の変更はありません。 

 

３ 【関係会社の状況】 

主要な関係会社の異動はありません。 

 

４ 【従業員の状況】 

(1) 発行者の状況 

   2025年６月30日現在 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

17 36.6 3.0 6,854 

(注)１．従業員数は就業人員であります。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３．当社は通信事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。 

 

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 
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第３ 【事業の状況】 

 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当社は、【つなぐチカラで、人々を幸せに】をミッションとし、「いつでも、どこでも、だれとでも」つながること

のできる「安心・安全で快適な」コミュニケーション環境を提供することにより、人々を幸せにし、人類・社会の進歩

発展に貢献することを使命としています。 

また、【GLOBAL SERVICE PROVIDER～国境を越えたすべての「当たり前」を。～】をビジョンとし、世界中をシーム

レスにつなげるモバイル通信サービスを提供することにより、三方よし（売り手よし、買い手よし、世間よし）を実現

することを目指しています。 

2025年度上半期（１月～６月）の日本経済は円安の影響を受けつつも、力強い回復が続いています。特に訪日旅行者

数はコロナ禍以前を上回り、累計2,151万人と過去最速のペースを記録しました。（出典：日本政府観光局JNTO「訪日

外客統計」） 

こうした追い風の中、当社の自社ブランド再販事業では、海外現地販売を中心とした販路拡大に加え、来日後に購入

出来る大手コンビニエンスストアでの展開開始、通信キャリアからの再販提供プラン強化施策など、各施策が奏功し、

一定の成果を上げる事が出来ました。 

国内通信事業を中心とした自社ネットワーク/キャリア再販事業では、大手通信事業者との再販アライアンス強化に

よる大容量プランの販売が堅調に推移しております。併せてモビリティ事業者へのIoTプラン提供開始も行え、一定の

成果を上げる事が出来ました。 

クラウドサービス運用事業では、2022年以降のテレワーク需要の沈静化により、自治体導入案件からの一定の解約が

発生し、日本人の海外利用も依然として回復途上であるため、端末売上が減少し前年同期比で売上は低下しました。一

方、通信原価の圧縮により、利益面では安定的な推移を維持しています。2025年度下半期には、新端末の販売強化と完

全従量制モデルの導入を予定しており、年度内での販路拡大を見込んでおります。 

e-プラットフォーム事業では、eSIM対応端末の普及が加速していることを受け、販売拠点の拡大を進めております。

さらに、訪日前における海外現地での事前インストール対応など、eSIMの特性を活かした当社独自の仕様を強化し、利

用促進を図っております。2025年度下半期においては、リチャージ施策を導入する事業者との連携による販売拡大を予

定しており、更なる成長を推進してまいります。 

その他の事業（営業業務受託、デバイス販売など）については、テレワーク需要の落ち着きによるデバイス購入の減

少や、業務受託契約の終了に伴い、前年同期比で売上が減少しました。 

今後も市場動向を注視しながら、適切な事業運営を行ってまいります。 

 

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間末における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、前事業年度末に比べ506,791千円

増加し、3,198,698千円となりました。当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、

次の通りであります。 

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果獲得した資金は520,369千円となりました。これは主に税引前中間純利益1,096,864千円、税金支

払い433,411千円、売上債権の増額108,822千円等によるものです。 

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果獲得した資金は14,781千円となりました。これは敷金・保証金の返還による収入23,994千円、資

産除去債務の履行による支出6,400千円等によるものです。 

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果使用した資金は28,359千円となりました。これは長期借入金の返済による支出8,359千円、社債

の償還による支出20,000千円によるものです。 
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２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(１) 生産実績 

当社は、生産活動を行っていないため、該当事項はありません。 

 

(２) 受注実績 

当社は受注生産を行っていないため、該当事項はありません。 

  

(３) 販売実績 

当中間会計期間の販売実績を示すと、次のとおりです。 

なお、当社グループは単一セグメントでありセグメント情報を記載していないため、サービス別に記載しており

ます。 

サービスの内容 (百万円) 

当中間会計期間 

(自 2025年１月１日 

  至 2025年６月30日) 

前年同期比(％) 

自社ネットワーク/キャリア_再販事業 4,194 130.4% 

クラウドサービス運用事業 1,251 73.2% 

自社ブランド再販事業 1,174 119.4% 

e-プラットフォーム事業 177 134.1% 

その他事業 12 69.9% 

合計 6,809 112.4% 

(注)１．前中間会計期間及び当中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する

割合は次の通りであります。 

相手先 

前中間会計期間 

(自 2024年１月１日 

 至 2024年６月30日) 

当中間会計期間 

(自 2025年１月１日 

 至 2025年６月30日) 

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％) 

株式会社ジェネット 2,136 35.3 2,204 32.4 

soonmobile株式会社 ― ― 798 11.7 

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

３．soonmobile株式会社の前中間会計期間は、割合が10％未満のため記載を省略しております。 

 

３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社の対処すべき課題について、重要な変更はありません。 
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４ 【事業等のリスク】 

当中間会計期間において、当発行者情報に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に

重要な影響を及ぼす可能性のある新たな事業等のリスクの発生はありませんが、株式会社東京証券取引所が運営を行っ

ております証券市場 TOKYO PRO Market の上場維持の前提となる契約に関し、以下に記載いたします。 

 

担当 J－Adviser との契約の解除に関する事項について 

特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例第 102 条の定めにより、TOKYO PRO Market 上場企業は、東京

証券取引所より認定を受けたいずれかの担当 J－Adviser と、株式上場の適格性審査および株式上場後の上場適格性

を維持するための指導、助言、審査等の各種業務を委託する契約(以下、「J－Adviser 契約」とします。) を締結す

る義務があります。本発行者情報公表日時点において、当社が J－Adviser 契約を締結しているのは株式会社日本Ｍ

&Ａセンター（以下、「同社」とします。）であり、同社との J－Adviser 契約において当社は、下記の義務の履行

が求められております。下記の義務の履行を怠り、又は契約に違反した場合、相手方は、相当の期間(特段の事情の

ない限り 1 か月)を定めてその義務の履行又は違反の是正を書面で催告し、その催告期間内にその義務の履行又は違

反の是正がなされなかったときは、J－Adviser 契約を解除することができる旨の定めがあります。また、上記にか

かわらず、当社及び同社は、両当事者による書面による合意又は相手方に対する 1 か月前以上の書面による通知を

行うことにより、いつでも J－Adviser 契約を解約することができる旨の定めがあります。当社が同社より上記の解

除にかかる催告期間中において、下記の義務の履行又は違反の是正が果たせない場合、又は同社に代わる担当 J－

Adviser を確保できない場合は、当社普通株式の TOKYO PROMarket 上場廃止につながる可能性があります。 

 

＜J－Adviser 契約上の義務＞ 

・特例に定める上場会社の義務を履行するとともに、同社が J-Adviser の義務を履行するために必要な協力 

を行うこと 

・取締役会関係資料、株主総会関係資料、経営管理に関する各種資料、その他同社が必要とする資料等を遅 

滞なく提出すること 

・必要に応じて特例及び特例施行規則の内容及びその解釈について、同社から指導及び助言を受け、当社は 

その指導及び助言に従って行動すること 

また、当社において下記の事象が発生した場合には、同社からの催告なしで J-Adviser 契約を解除すること 

ができるものと定められております。 

① 債務超過 

当社がその事業年度の末日に債務超過の状態にある場合において、１年以内（審査対象事業年度の末 

日の翌日から起算して１年を経過する日（当該１年を経過する日が当社の事業年度の末日に当たらない 

ときは、当該１年を経過する日の後最初に到来する事業年度の末日）までの期間をいう。以下、本号に 

おいて同じ。また「２年以内」も同様。）に債務超過の状態を解消できなかったとき。ただし、当社が 

法律の規定に基づく再生手続若しくは更生手続、産業競争力強化法（以下「産競法」という。）に規定 

する特定認証紛争解決手続に基づく事業再生（当該手続が実施された場合における産競法に規定する特 

例の適用を受ける特定調停手続による場合も含む。）又は私的整理に関するガイドライン研究会による 

「私的整理に関するガイドライン」（以下、「私的整理に関するガイドライン」という。）に基づく整 

理を行うことにより、当該１年を経過した日から起算して１年以内に債務超過の状態を解消することを 

計画している場合（同社が適当と認める場合に限る。）には、２年以内に債務超過の状態を解消できな 

かったとき。 

なお、同社が適当と認める場合に適合するかどうかの審査は、当社が審査対象事業年度に係る決算 

（上場会社が連結財務諸表を作成すべき会社である場合には連結会計年度、連結財務諸表を作成すべき 

会社でない場合には事業年度に係る決算とする。）の内容を開示するまでの間において、再建計画（本 

号ただし書に定める１年以内に債務超過の状態を解消するための経営計画を含む。）を公表している場 

合を対象とし、当社が提出する当該再建計画並びに次の（ａ）及び（ｂ）に定める書面に基づき行うも 

のとする。 
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（ａ）次のイからハまでに掲げる場合の区分に従い、当該イからハまでに定める書面 

イ 法律の規定に基づく再生手続又は更生手続を行う場合 当該再建計画が、再生計画又は更生計画として裁

判所の認可を得ているものであることを証する書面 

ロ 産競法に規定する特定認証紛争解決手続に基づく事業再生（当該手続が実施された場合における産競法に

規定する特例の適用を受ける特定調停手続による場合も含む。）を行う場合 

    当該再建計画が、当該手続にしたがって成立したものであることを証する書面 

ハ 「私的整理に関するガイドライン」に基づく整理を行う場合 当該再建計画が、当該ガイドラインにしたが

って成立したものであることについて債権者が記載した書面 

（ｂ）本号ただし書に規定する１年以内に債務超過の状態を解消するための経営計画の前提となった重要な事項等

が、公認会計士等により検討されたものであることについて当該公認会計士等が記載した書面 

② 銀行取引の停止 

当社が発行した手形等が不渡りとなり銀行取引が停止された場合又は停止されることが確実となった場合 

③ 破産手続、再生手続又は更生手続 

当社が法律の規定に基づく会社の破産手続、再生手続若しくは更生手続を必要とするに至った場合 

（当社が、法律に規定する破産手続、再生手続又は更生手続の原因があることにより、破産手続、再生手続又は

更生手続を必要と判断した場合）又はこれに準ずる状態になった場合。なお、これに準ずる状態になった場合とは、

次のａからｃまでに掲げる場合その他当社が法律の規定に基づく会社の破産手続、再生手続又は更生手続を必要と

するに至った場合に準ずる状態になったと同社が認めた場合をいうものとし、当該ａからｃまでに掲げる場合には

当該ａからｃまでに定める日に本号前段に該当するものとして取り扱う。 

ａ 当社が債務超過又は支払不能に陥り又は陥るおそれがあるときなどで再建を目的としない法律に基づかな

い整理を行う場合 当社から当該整理を行うことについての書面による報告を受けた日 

ｂ 当社が、債務超過又は支払不能に陥り又は陥るおそれがあることなどにより事業活動の継続について困難

である旨又は断念する旨を取締役会等において決議又は決定した場合であって、事業の全部若しくは大部

分の譲渡又は解散について株主総会又は普通出資者総会に付議することの取締役会の決議を行った場合 当

社から当該事業の譲渡又は解散に関する取締役会の決議についての書面による報告を受けた日（事業の大

部分の譲渡の場合には、当該事業の譲渡が事業の大部分の譲渡であると同社が認めた日） 

ｃ 当社が、財政状態の改善のために、債権者による債務の免除又は第三者による債務の引受若しくは弁済に

関する合意を当該債権者又は第三者と行った場合（当該債務の免除の額又は債務の引受若しくは弁済の額

が直前事業年度の末日における債務の総額の 100 分の 10 に相当する額以上である場合に限る。） 当社

から当該合意を行ったことについての書面による報告を受けた日 

④ 前号に該当することとなった場合においても、当社が次のａからｃまでに該当する再建計画の開示を行った場合

には、原則として本契約の解除は行わないものとする。 

ａ 次の（ａ）又は（ｂ）に定める場合に従い、当該（ａ）又は（ｂ）に定める事項に該当すること。 

（ａ）当社が法律の規定に基づく再生手続又は更生手続を必要とするに至った場合 当該再建計画が、再生計

画又は更生計画として裁判所の認可を得られる見込みがあるものであること 

（ｂ）当社が前号ｃに規定する合意を行った場合 当該再建計画が、前号ｃに規定する債権者又は第三者の合

意を得ているものであること 

ｂ 当該再建計画に次の（ａ）及び（ｂ）に掲げる事項が記載されていること。 

（ａ） TOKYO PRO Market に上場する有価証券の全部を消却するものでないこと 

（ｂ） 前ａの（ａ）に規定する見込みがある旨及びその理由又は同（ｂ）に規定する合意がなされているこ

と及びそれを証する内容 

ｃ 当該再建計画に上場廃止の原因となる事項が記載されているなど公益又は投資者保護の観点から適当でな

いと認められるものでないこと 
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⑤ 事業活動の停止 

当社が事業活動を停止した場合（当社及びその連結子会社の事業活動が停止されたと同社が認めた場 

合）又はこれに準ずる状態になった場合。なお、これに準ずる状態になった場合とは、次のａからｃま 

でに掲げる場合その他当社が事業活動を停止した場合に準ずる状態になった場合と同社が認めた場合を 

いうものとし、当該ａからｃまでに掲げる場合には当該ａからｃまでに掲げる日に同号に該当するもの 

として取り扱う。 

ａ 当社が、合併により解散する場合のうち、合併に際して当社の株主に対してその株券等に代わる財産の全

部又は一部として次の（ａ）又は（ｂ）に該当する株券等を交付する場合は、原則として、合併がその効

力を生ずる日の３日前（休業日を除外する。）の日 

（ａ）TOKYO PRO Market の上場株券等 

（ｂ）特例第 132 条の規定の適用を受け、速やかに TOKYO PRO Market に上場される見込みのある株券等 

ｂ 当社が、前ａに規定する合併以外の合併により解散する場合は、当社から当該合併に関する株主総会（普

通出資者総会を含む。）の決議についての書面による報告を受けた日（当該合併について株主総会の決議

による承認を要しない場合には、取締役会の決議（委員会設置会社にあっては、執行役の決定を含む。）

についての書面による報告を受けた日） 

ｃ 当社が、ａ及び前ｂに規定する事由以外の事由により解散する場合（本条第 3 号ｂの規定の適用を受ける

場合を除く。）は、当社から当該解散の原因となる事由が発生した旨の書面による報告を受けた日 

⑥ 不適当な合併等 

当社が非上場会社の吸収合併又はこれに類するもの（ⅰ 非上場会社を完全子会社とする株式交換、ⅰ-２ 非上

場会社を子会社とする株式交付、ⅱ 会社分割による非上場会社からの事業の承継、ⅲ 非上場会社からの事業の譲

受け、ⅳ 会社分割による他の者への事業の承継、ⅴ 他の者への事業の譲渡、ⅵ 非上場会社との業務上の提携、

ⅶ 第三者割当による株式若しくは優先出資の割当て、ⅷ その他非上場会社の吸収合併又はⅰからⅶまでと同等の

効果をもたらすと認められる行為）で定める行為（以下本号において「吸収合併等」という。）を行った場合に、

当社が実質的な存続会社でないと同社が認めた場合 

⑦ 支配株主との取引の健全性の毀損 

第三者割当により当社の支配株主（当社の親会社又は当社の議決権の過半数を直接若しくは間接に保有する者）

が異動した場合（当該割当により交付された募集株式等の転換又は行使により支配株主が異動する見込みがある場

合を含む）において、支配株主との取引に関する健全性が著しく毀損されていると同社が認めるとき。 

⑧ 発行者情報等の提出遅延 

当社が提出の義務を有する特定証券情報、発行者情報又は有価証券報告書等につき、特例及び法令に定める期間

内に提出しなかった場合で、同社がその遅延理由が適切でないと判断した場合 

⑨ 虚偽記載又は不適正意見等 

次のａ又はｂに該当する場合 

ａ 当社が開示書類等に虚偽記載を行い、かつ、その影響が重大であると同社が認める場合 

ｂ 当社の財務諸表等に添付される監査報告書等において、公認会計士等によって、監査報告書については

「不適正意見」又は「意見の表明をしない」旨（天災地変等、上場会社の責めに帰すべからざる事由によ

るものである場合を除く。）が記載され、かつ、その影響が重大であると同社が認める場合 

⑩ 法令違反及び上場契約違反等 

当社が重大な法令違反又は特例に関する重大な違反を行った場合 

⑪ 株式事務代行機関への委託 

当社が株式事務を特例で定める株式事務代行機関に委託しないこととなった場合又は委託しないこととなること

が確実となった場合 

⑫ 株式の譲渡制限 

当社が TOKYO PRO Market に上場する株式の譲渡につき制限を行うこととした場合 

⑬ 完全子会社化 

当社が株式交換又は株式移転により他の会社の完全子会社となる場合 
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⑭ 指定振替機関における取扱い 

当社が発行する株券が指定振替機関の振替業における取扱いの対象とならないこととなった場合 

⑮ 株主の権利の不当な制限 

当社が次のａからｇまでのいずれかに掲げる行為を行っている場合において、株主の権利内容及びその行使が不

当に制限されていると同社が認めた場合その他株主の権利内容及びその行使が不当に制限されていると同社が認

めた場合をいう。 

ａ 買収者以外の株主であることを行使又は割当ての条件とする新株予約権を株主割当て等の形で発行する買

収防衛策（以下「ライツプラン」という。）のうち、行使価額が株式の時価より著しく低い新株予約権を

導入時点の株主等に対し割り当てておくものの導入（実質的に買収防衛策の発動の時点の株主に割り当て

るために、導入時点において暫定的に特定の者に割り当てておく場合を除く。） 

ｂ ライツプランのうち、株主総会で取締役の過半数の交代が決議された場合においても、なお廃止又は不発

動とすることができないものの導入 

ｃ 拒否権付種類株式のうち、取締役の過半数の選解任その他の重要な事項について種類株主総会の決議を要

する旨の定めがなされたものの発行に係る決議又は決定（持株会社である当社の主要な事業を行っている

子会社が拒否権付種類株式又は取締役選任権付種類株式を当社以外の者を割当先として発行する場合にお

いて、当該種類株式の発行が当社に対する買収の実現を困難にする方策であると同社が認めるときは、当

社が重要な事項について種類株主総会の決議を要する旨の定めがなされた拒否権付種類株式を発行するも

のとして取り扱う。） 

ｄ TOKYO PRO Market に上場している株券について、株主総会において議決権を行使することができる事項の

うち取締役の過半数の選解任その他の重要な事項について制限のある種類の株式への変更に係る決議又は

決定 

ｅ TOKYO PRO Market に上場している株券より議決権の多い株式（取締役の選解任その他の重要な事項につい

て株主総会において一個の議決権を行使することができる数の株式に係る剰余金の配当請求権その他の経

済的利益を受ける権利の価額等が TOKYO PRO Market に上場している株券より低い株式をいう。）の発行

に係る決議又は決定 

ｆ 議決権の比率が３００％を超える第三者割当に係る決議又は決定 

ｇ 株主総会における議決権を失う株主が生じることとなる株式併合その他同等の効果をもたらす行為に係る

決議又は決定 

⑯ 全部取得 

当社が TOKYO PRO Market に上場している株券に係る株式の全部を取得する場合 

⑰ 反社会的勢力の関与 

当社が反社会的勢力の関与を受けている事実が判明した場合において、その実態が TOKYO PRO Marketの市場に

対する株主及び投資者の信頼を著しく毀損したと同社が認めるとき 

⑱ その他 

前各号のほか、公益又は投資者保護のため、同社若しくは東証が上場廃止を適当と認めた場合 

 

このほか、株主総会の特別決議を経て、当社が東京証券取引所へ「上場廃止申請書」を提出した場合にも上場廃止

となります。なお、本発行者情報公表日時点において、J-Adviser 契約の解約につながる上記の事象は発生しており

ません。 
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５ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

６ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

 

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中の将来に関する事項は、当中間会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。 

 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社の中間財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。

この中間財務諸表の作成にあたりまして、経営者による会計上の見積りを必要とします。経営者はこれらの見積りに

ついて過去の実績や現状等を総合的に勘案し合理的に判断しておりますが、実際の結果は、見積り特有の不確実性が

あるため、これらの見積りと異なる場合があります。 

 

(2) 財政状態の分析 

（資産） 

当中間会計期間末における資産合計は6,623,753千円となり、前事業年度末に比べ244,029千円増加いたしました。

これは主に、投資有価証券の増加236,809千円等によるものです。 

 

（負債） 

当中間会計期間末における負債合計は1,487,138千円となり、前事業年度末に比べ246,927千円減少いたしました。

これは主に、１年内償還予定の社債の減少20,000千円、未払金の減少62,610千円、未払法人税等の減少120,076千

円、未払消費税等の減少34,802千円等によるものです。 

 

 (純資産) 

当中間会計期間末における純資産合計は5,136,614千円となり、前事業年度末に比べ490,956千円増加いたしまし

た。これは主に、中間純利益の計上による利益剰余金の増加501,418千円等によるものです。 

 

(3) 経営成績の分析 

「１ 【業績等の概要】 （１）業績」に記載のとおりであります。 

 

(4) キャッシュ・フローの状況の分析 

「１ 【業績等の概要】 （２）キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりであります。 
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第４ 【設備の状況】 

 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

 

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 

 

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 
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第５ 【発行者の状況】 

 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

記名・無記名の 
別、額面・無額 
面の別及び種類 

発行可能 
株式総数 
(株) 

未発行 
株式数 
(株) 

中間会計期間末 
現在発行数 

(株) 
(2025年６月30日) 

公表日現在 
発行数 
(株) 

(2025年９月12日) 

上場金融商品取 
引所名又は登録 
認可金融商品取 
引業協会名  

内容 

普通株式 24,000,000 18,000,000 6,000,000 6,000,000 
東京証券取引所 
(TOKYO PRO 
 Market) 

単元株式数 
100株でありま

す。 

計 24,000,000 18,000,000 6,000,000 6,000,000 ― ― 

 

(2) 【新株予約権等の状況】 

第１回新株予約権 

  
中間会計期間末現在 
(2025年６月30日) 

公表日の前月末現在 
(2025年８月31日) 

新株予約権の数(個)  450(注)１ 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式  同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株)  45,000(注)１ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 359,400(注)２ 同左 

新株予約権の行使期間 
 自 2024年４月14日 
 至 2043年４月14日 

同左  

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格  359,400 
資本組入額 179,700 

同左 

新株予約権の行使の条件  (注)３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するとき
は、当社取締役会の決議によ

る承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 ― 同左 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

(注)４ 同左 

 

(注) １．本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、本新株予約権１個当たりの目的たる株式の数

（以下「付与株式数」という。）は100株とする。但し、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につ

き株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下同じ。）又は株式併合を行う場合、次の算式によ

り付与株式数を調整する。但し、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない本

新株予約権の付与株式数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨て

るものとする。 
 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割又は株式併合の比率 
 

また、本新株予約権の割当日後、当社が必要と認めた場合、当社は、合理的な範囲で付与株式数の調整を行

うことができるものとする。 

２．本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行

使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。 
 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

株式分割又は株式併合の比率 
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また、割当日以降、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行又は自己株式の処分を行

う場合(会社法第194条の規定(単元未満株主による単元未満株式売渡請求。)に基づく自己株式の売渡し、当

社普通株式に転換される証券若しくは転換できる証券又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約権(新株

予約権付社債に付されたものを含む。)の転換又は行使の場合を除く。)、上記の行使価額は、次の算式によ

り調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 

      新規発行・ 

処分株式数 

× 
１株当たりの 

払込金額 

  

調整 

後行使価

額 

＝ 
調整前 

行使価額 

× 

既発行

株式数 
＋ 

  

時 価   

 
既発行株式数 ＋＋ 新規発行・処分株式数  

 
３．新株予約権の行使条件 

①  本新株予約権の付与を受けた者は、本新株予約権の目的である当社普通株式が東京証券取引所プライム

市場、スタンダード市場、グロース市場の何れかに上場した場合に限り本新株予約権を行使することが

できる。 

②  本新株予約権者は、本新株予約権を取得した時点において当該本新株予約権者が当社の取締役等の役員

又は使用人である場合は、本新株予約権の取得時から権利行使時まで継続して、当社の取締役等の役員

又は使用人のいずれかの地位にあることを要する。但し、当社取締役会が正当な理由があるものと認め

た場合にはこの限りではない。 

③  本新株予約権者が権利行使期間中に死亡した場合、その相続人は本新株予約権を行使することができな

い。 

④ その他権利行使の条件は、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「株式会社

AIR-U第１回新株予約権第三者割当て契約証書（無償）」に定めるところによる。 

４．組織再編を実施する際の新株予約権の取扱い 

当社が、合併（合併により当社が消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が

分割会社となる場合に限る。）、株式交換又は株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限

る。）（以下総称して「組織再編行為」という。）をする場合、組織再編行為の効力発生日の直前におい

て残存する本新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）を保有する本新株予約権者に対し、それぞ

れの場合に応じて会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」と

いう。）の新株予約権を以下の条件に基づき交付する。この場合においては、残存新株予約権は消滅する

ものとする。本項は以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設

合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限り適用

される。 

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

  本新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

  再編対象会社の普通株式とする。 

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数又はその算定方法 

 組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記１に準じて目的となる株式の数につき合理的な調整がなされた

数とする。 

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法 

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記２及び新株予約権の行使期間に準じて行使価額につき合理的な

調整がなされた額に、上記③に従って決定される当該新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の数を

乗じて得られる金額とする。 

⑤ 新株予約権を行使することができる期間 

上記「新株予約権の行使期間」に規定する本新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編

行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に規定する本新株予約権

を行使することができる期間の満了日までとする。 

⑥ 新株予約権の行使の条件 

   上記３に準じて決定する。  

⑦ 新株予約権の取得事由及び取得条件 

 当社が消滅会社となる合併契約の議案又は当社が完全子会社となる株式交換契約の議案若しくは株式移転

計画の議案につき当社の株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は当該議案につき当社取

締役会が決議した場合）又は株主から当該株主総会の招集の請求があった場合において、当社は、当社取

締役会が別途取得する日を定めた場合は、当該日が到来することをもって、未行使の本新株予約権の全部

を無償で取得する。 
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⑧ 新株予約権の譲渡制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認（再編対象会社が取締役会設置

会社でない場合は株主総会）を要するものとする。 

⑨ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

上記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じて決定す

る。 

⑩ その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。 

 

第２回新株予約権 

  
中間会計期間末現在 
(2025年６月30日) 

公表日の前月末現在 
(2025年８月31日) 

新株予約権の数(個)  34(注)１ 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式  同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株)  3,400(注)１ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 359,400(注)２ 同左 

新株予約権の行使期間 
 自 2025年５月13日 
 至 2043年４月14日 

同左  

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格  359,400 
資本組入額 179,700 

同左 

新株予約権の行使の条件  (注)３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するとき
は、当社取締役会の決議によ

る承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 ― 同左 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

(注)４ 同左 

 

(注) １．本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、本新株予約権１個当たりの目的たる株式の数

（以下「付与株式数」という。）は100株とする。但し、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につ

き株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下同じ。）又は株式併合を行う場合、次の算式によ

り付与株式数を調整する。但し、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない本

新株予約権の付与株式数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨て

るものとする。 
 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割又は株式併合の比率 
 

また、本新株予約権の割当日後、当社が必要と認めた場合、当社は、合理的な範囲で付与株式数の調整を行

うことができるものとする。 

２．本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行

使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。 
 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

株式分割又は株式併合の比率 
 

また、割当日以降、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行又は自己株式の処分を行

う場合(会社法第194条の規定(単元未満株主による単元未満株式売渡請求。)に基づく自己株式の売渡し、当

社普通株式に転換される証券若しくは転換できる証券又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約権(新株

予約権付社債に付されたものを含む。)の転換又は行使の場合を除く。)、上記の行使価額は、次の算式によ

り調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 

  調整後行使価

額 

 

  

＝ 

 

  調整前行使価

額 

 

  

× 

既発行株式数 ＋ 
新規発行・処分株式数×１株当たりの払込金額 

時価 

既発行株式数＋新規発行・処分株式数 
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３．新株予約権の行使条件 

①  本新株予約権の付与を受けた者は、本新株予約権の目的である当社普通株式が東京証券取引所プライム

市場、スタンダード市場、グロース市場の何れかに上場した場合に限り本新株予約権を行使することが

できる。 

②  本新株予約権者は、本新株予約権を取得した時点において当該本新株予約権者が当社の取締役等の役員

又は使用人である場合は、本新株予約権の取得時から権利行使時まで継続して、当社の取締役等の役員

又は使用人のいずれかの地位にあることを要する。但し、当社取締役会が正当な理由があるものと認め

た場合にはこの限りではない。 

③  本新株予約権者が権利行使期間中に死亡した場合、その相続人は本新株予約権を行使することができな

い。 

④ その他権利行使の条件は、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「株式会社

AIR-U第２回新株予約権第三者割当て契約証書（無償）」に定めるところによる。 

 

４．組織再編を実施する際の新株予約権の取扱い 

当社が、合併（合併により当社が消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が

分割会社となる場合に限る。）、株式交換又は株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限

る。）（以下総称して「組織再編行為」という。）をする場合、組織再編行為の効力発生日の直前におい

て残存する本新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）を保有する本新株予約権者に対し、それぞ

れの場合に応じて会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」と

いう。）の新株予約権を以下の条件に基づき交付する。この場合においては、残存新株予約権は消滅する

ものとする。本項は以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設

合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限り適用

される。 

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

  本新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

  再編対象会社の普通株式とする。 

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数又はその算定方法 

 組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記１に準じて目的となる株式の数につき合理的な調整がなされた

数とする。 

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法 

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記２及び新株予約権の行使期間に準じて行使価額につき合理的な

調整がなされた額に、上記③に従って決定される当該新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の数を

乗じて得られる金額とする。 

⑤ 新株予約権を行使することができる期間 

上記「新株予約権の行使期間」に規定する本新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編

行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に規定する本新株予約権

を行使することができる期間の満了日までとする。 

⑥ 新株予約権の行使の条件 

   上記３に準じて決定する。 

⑦ 新株予約権の取得事由及び取得条件 

 当社が消滅会社となる合併契約の議案又は当社が完全子会社となる株式交換契約の議案若しくは株式移転

計画の議案につき当社の株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は当該議案につき当社取

締役会が決議した場合）又は株主から当該株主総会の招集の請求があった場合において、当社は、当社取

締役会が別途取得する日を定めた場合は、当該日が到来することをもって、未行使の本新株予約権の全部

を無償で取得する。 

⑧ 新株予約権の譲渡制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認（再編対象会社が取締役会設置

会社でない場合は株主総会）を要するものとする。 

⑨ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

上記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じて決定す

る。 

⑩ その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。 
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第３回新株予約権 

  
中間会計期間末現在 
(2025年６月30日) 

公表日の前月末現在 
(2025年８月31日) 

新株予約権の数(個) ―  51(注)１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 
― 
 

普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数(株) ―  5,100(注)１ 

新株予約権の行使時の払込金額(円) ― 359,400(注)２ 

新株予約権の行使期間 ― 
 自 2025年７月16日 
 至 2043年４月14日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

― 
発行価格  359,400 
資本組入額 179,700 

新株予約権の行使の条件 ―  (注)３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 ― 
新株予約権を譲渡するとき
は、当社取締役会の決議によ

る承認を要する。 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

― (注)４ 

 

(注) １．本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、本新株予約権１個当たりの目的たる株式の数

（以下「付与株式数」という。）は100株とする。但し、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につ

き株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下同じ。）又は株式併合を行う場合、次の算式によ

り付与株式数を調整する。但し、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない本

新株予約権の付与株式数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨て

るものとする。 
 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割又は株式併合の比率 
 

また、本新株予約権の割当日後、当社が必要と認めた場合、当社は、合理的な範囲で付与株式数の調整を行

うことができるものとする。 

２．本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行

使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。 
 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

株式分割又は株式併合の比率 
 

また、割当日以降、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行又は自己株式の処分を行

う場合(会社法第194条の規定(単元未満株主による単元未満株式売渡請求。)に基づく自己株式の売渡し、当

社普通株式に転換される証券若しくは転換できる証券又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約権(新株

予約権付社債に付されたものを含む。)の転換又は行使の場合を除く。)、上記の行使価額は、次の算式によ

り調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 

  調整後行使価

額 

 

  

＝ 

 

  調整前行使価

額 

 

  

× 

既発行株式数 ＋ 
新規発行・処分株式数×１株当たりの払込金額 

時価 

既発行株式数＋新規発行・処分株式数 
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３．新株予約権の行使条件 

①  本新株予約権の付与を受けた者は、本新株予約権の目的である当社普通株式が東京証券取引所プライム

市場、スタンダード市場、グロース市場の何れかに上場した場合に限り本新株予約権を行使することが

できる。 

②  本新株予約権者は、本新株予約権を取得した時点において当該本新株予約権者が当社の取締役等の役員

又は使用人である場合は、本新株予約権の取得時から権利行使時まで継続して、当社の取締役等の役員

又は使用人のいずれかの地位にあることを要する。但し、当社取締役会が正当な理由があるものと認め

た場合にはこの限りではない。 

③  本新株予約権者が権利行使期間中に死亡した場合、その相続人は本新株予約権を行使することができな

い。 

④ その他権利行使の条件は、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「株式会社

AIR-U第３回新株予約権第三者割当て契約証書（無償）」に定めるところによる。 

 

４．組織再編を実施する際の新株予約権の取扱い 

当社が、合併（合併により当社が消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が

分割会社となる場合に限る。）、株式交換又は株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限

る。）（以下総称して「組織再編行為」という。）をする場合、組織再編行為の効力発生日の直前におい

て残存する本新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）を保有する本新株予約権者に対し、それぞ

れの場合に応じて会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」と

いう。）の新株予約権を以下の条件に基づき交付する。この場合においては、残存新株予約権は消滅する

ものとする。本項は以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設

合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限り適用

される。 

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

  本新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

  再編対象会社の普通株式とする。 

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数又はその算定方法 

 組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記１に準じて目的となる株式の数につき合理的な調整がなされた

数とする。 

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法 

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記２及び新株予約権の行使期間に準じて行使価額につき合理的な

調整がなされた額に、上記③に従って決定される当該新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の数を

乗じて得られる金額とする。 

⑤ 新株予約権を行使することができる期間 

上記「新株予約権の行使期間」に規定する本新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編

行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に規定する本新株予約権

を行使することができる期間の満了日までとする。 

⑥ 新株予約権の行使の条件 

   上記３に準じて決定する。 

⑦ 新株予約権の取得事由及び取得条件 

 当社が消滅会社となる合併契約の議案又は当社が完全子会社となる株式交換契約の議案若しくは株式移転

計画の議案につき当社の株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は当該議案につき当社取

締役会が決議した場合）又は株主から当該株主総会の招集の請求があった場合において、当社は、当社取

締役会が別途取得する日を定めた場合は、当該日が到来することをもって、未行使の本新株予約権の全部

を無償で取得する。 

⑧ 新株予約権の譲渡制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認（再編対象会社が取締役会設置

会社でない場合は株主総会）を要するものとする。 

⑨ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

上記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じて決定す

る。 

⑩ その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。 
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(3) 【MSCB等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

 

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額 
 

(千円) 

資本金残高 
 

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

2025年１月１日～ 
2025年６月30日 

― 6,000,000 ― 30,000 ― ― 

 

(6) 【大株主の状況】 

2025年６月30日現在  

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式 
(自己株式を 
除く。)の 

総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

田中 康之助 東京都世田谷区 5,641,000 94.01 

株式会社ジェネット 
東京都新宿区百人町一丁目20番22号 
第２ムサシノビル３階 

258,800 4.31 

トレ・コミュニケーションズ株式会社 東京都港区赤坂四丁目２番19号 100,000 1.66 

uCloudlink Japan株式会社 
東京都港区南青山二丁目26番37号 
VORT外苑前Ⅰ－６階 

100 0.00 

株式会社IPモーション 東京都港区芝浦一丁目3番3号 100 0.00 

計 ― 6,000,000 100 
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(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

   2025年６月30日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 6,000,000 60,000 

完全議決権株式であり、権利内容に何
ら限定のない当社における標準となる
株式であります。１単元の株式数は、
100株であります。 

単元未満株式 ― ― ― 

発行済株式総数 6,000,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 60,000 ― 

 

② 【自己株式等】 

該当事項はありません。 
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(8) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。当該制度は、会社法に基づき新株

予約権を発行する方法によるものであります。 

   当該制度の内容は以下のとおりであります。 

 

第１回新株予約権(2023年４月14日取締役会決議) 

決議年月日  2023年４月14日 

付与対象者の区分及び人数(名) 
当社取締役 ２ 
当社従業員 ９ 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(２)新株予約権の状況」に記載しております。 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 同上 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 同上 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

同上 

 

第２回新株予約権(2024年５月13日取締役会決議) 

決議年月日  2024年５月13日 

付与対象者の区分及び人数(名) 当社従業員 ３ 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(２)新株予約権の状況」に記載しております。 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 同上 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 同上 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

同上 

 

第３回新株予約権(2025年６月13日取締役会決議) 

決議年月日  2025年６月13日 

付与対象者の区分及び人数(名) 当社従業員 ５ 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(２)新株予約権の状況」に記載しております。 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 同上 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上 
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新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 同上 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

同上 

 

(9) 【従業員株式所有制度の内容】 

該当事項はありません。 
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２ 【株価の推移】 

【最近６月間の月別最高・最低株価】 

月別 2025年１月 2025年２月 2025年３月 2025年４月 2025年５月 2025年６月 

最高(円) ― ― ― ― ― ― 

最低(円) ― ― ― ― ― ― 

(注)最高・最低株価は東京証券取引所TOKYO PRO Marketにおけるものであります。 

 

３ 【役員の状況】 

前事業年度の発行者情報公表日後、当中間発行者情報公表日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

(１)新任役員 

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有 

株式数 
（千株） 

就任年
月日 

取締役 
國信 
健一郎 

1969年 
８月24日生 

1990年３月 第二電電株式会社（現 KDDI株式会社）入社 
2005年４月 株式会社ウィルコム（現 ソフトバンク株式会社） 
      設備企画部長 
2013年４月 Wireless City Planning株式会社 技術本部 本部長 
2015年４月 ソフトバンク株式会社 TDD技術本部 本部長 
2016年４月  同社 研究開発本部 本部長 
2017年４月 同社 技術管理本部 副本部長 
2018年４月 同社 IoTエンジニアリング本部 副本部長 
2020年４月 ビー・ビー・バックボーン株式会社 取締役 
2022年５月 株式会社ネットテン 
      （現 ニューラルマーケティング株式会社） 
      取締役副社長 
2024年９月 次世代PHS株式会社 
           （現 株式会社X-Communications）取締役COO 
           （現任） 

(注)２ － 
2025年 
7月15日 

(注)１．取締役、國信健一郎は社外取締役であります。 

２．2025年７月15日開催の臨時株主総会の終結の時から2025年12月期に係る定時株主総会の終結の時まででありま

す。 
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第６ 【経理の状況】 

 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

（１） 当社の中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号)に基づいて作成しております。 

なお、当社の中間財務諸表は、第一種中間財務諸表であります。 

（２） 当社の中間財務諸表は、株式会社東京証券取引所の「特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例

の施行規則」第116条第３項で認められた会計基準のうち、我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠して作成しております。 

 

２ 監査証明について 

当社は、株式会社東京証券取引所の「特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例」第128条第３項の規定

に基づき、当中間会計期間（2025年1月１日から2025年6月30日まで）に係る中間財務諸表について、かがやき監査法

人による期中レビューを受けております。 

 

３  中間連結財務諸表について 

当社は子会社が1社ありますが、資産、売上高等からみて重要性が乏しいものとして、連結財務諸表を作成してお

りません。 
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【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  (単位：千円) 

 
前事業年度 

(2024年12月31日) 
当中間会計期間 
(2025年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,614,909 3,678,736 

売掛金 1,390,308 1,287,279 

商品 231,599 267,754 

有価証券 37,899 35,915 

その他 19,017 16,816 

流動資産合計 5,293,734 5,286,502 

固定資産   

有形固定資産   

建物附属設備(純額) 42,711 41,169 

車両運搬具(純額) 1,267 1,055 

工具、器具及び備品(純額) 6,013 9,416 

建設仮勘定 8,415 8,415 

有形固定資産合計 58,407 60,056 

無形固定資産   

ソフトウェア 3,000 440 

無形固定資産合計 3,000 440 

投資その他の資産   

関係会社株式 1,000 1,000 

投資有価証券 673,761 910,570 

保険積立金 128,953 120,049 

繰延税金資産 76,176 100,443 

敷金及び保証金 144,680 144,680 

その他 10 10 

投資その他の資産合計 1,024,581 1,276,753 

固定資産合計 1,085,989 1,337,250 

資産合計 6,379,723 6,623,753 
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  (単位：千円) 

 
前事業年度 

(2024年12月31日) 
当中間会計期間 
(2025年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 1,112,792 1,102,423 

１年内償還予定の社債 20,000 － 

未払金 98,801 36,191 

未払法人税等 393,164 273,087 

未払消費税等 48,926 14,124 

その他 37,605 38,452 

流動負債合計 1,711,290 1,464,279 

固定負債   

その他 22,774 22,858 

固定負債合計 22,774 22,858 

負債合計 1,734,065 1,487,138 

純資産の部   

株主資本   

資本金 30,000 30,000 

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 4,453,117 4,954,536 

利益剰余金合計 4,453,117 4,954,536 

株主資本合計 4,483,117 4,984,536 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 32,333 － 

評価・換算差額等合計 32,333 － 

新株予約権 130,207 152,078 

純資産合計 4,645,658 5,136,614 

負債純資産合計 6,379,723 6,623,753 
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② 【中間損益計算書】 

  (単位：千円) 

 
前中間会計期間 

(自 2024年１月１日 
  至 2024年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 2025年１月１日 
  至 2025年６月30日) 

売上高 6,059,515 6,809,497 

売上原価 4,533,829 5,562,608 

売上総利益 1,525,685 1,246,889 

販売費及び一般管理費 ※ 476,509 ※ 466,237 

営業利益 1,049,175 780,652 

営業外収益   

受取利息 14 1,575 

有価証券利息 3,870 19,070 

為替差益 50,915 － 

雑収入 943 701 

営業外収益合計 55,744 21,347 

営業外費用   

社債利息 184 104 

為替差損 － 87,862 

営業外費用合計 184 87,967 

経常利益 1,104,734 714,033 

特別利益   

投資有価証券売却益 － 48,798 

特別利益合計 － 48,798 

特別損失   

固定資産除却損 7,870 2,500 

投資有価証券売却損 － 9,722 

特別損失合計 7,870 12,222 

税引前中間純利益 1,096,864 750,609 

法人税、住民税及び事業税 389,066 273,319 

法人税等調整額 △5,982 △24,128 

法人税等合計 383,083 249,190 

中間純利益 713,781 501,418 
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③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  (単位：千円) 

 
前中間会計期間 

(自 2024年１月１日 
至 2024年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 2025年１月１日 
至 2025年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前中間純利益 1,096,864 750,609 

減価償却費 4,922 3,386 

受取利息 △14 △1,575 

有価証券利息 △3,870 △19,070 

社債利息 184 104 

為替差損益（△は益） △50,915 87,862 

株式報酬費用 33,129 21,871 

投資有価証券売却損益（△は益） － △39,076 

固定資産除却損 7,870 2,500 

売上債権の増減額（△は増加） △108,822 103,029 

棚卸資産の増減額（△は増加） △59,571 △36,154 

仕入債務の増減額（△は減少） 57,993 △10,368 

未払金の増減額（△は減少） △83,767 △62,610 

未払消費税等の増減額（△は減少） △50,283 △34,802 

その他 110,232 3,131 

小計 953,951 768,836 

利息の受取額 14 1,575 

利息の支払額 △184 △104 

法人税等の支払額 △433,411 △393,396 

営業活動によるキャッシュ・フロー 520,369 376,910 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △896 △4,975 

無形固定資産の取得による支出 △600 － 

資産除去債務の履行による支出 △6,400 － 

投資有価証券の売却による収入 － 106,714 

投資有価証券の取得による支出 － △393,511 

敷金及び保証金の回収による収入 23,994 － 

保険積立金の積立による支出 △1,316 △1,311 

投資活動によるキャッシュ・フロー 14,781 △293,083 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △8,359 － 

社債の償還による支出 △20,000 △20,000 

財務活動によるキャッシュ・フロー △28,359 △20,000 

現金及び現金同等物の増減額(△は減少) 506,791 63,827 

現金及び現金同等物の期首残高 2,691,906 3,614,909 

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 3,198,698 ※ 3,678,736 
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【注記事項】 

(会計方針の変更等) 

該当事項はありません。 

 

(第一種中間財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理) 

該当事項はありません。 

 

(中間貸借対照表関係) 

該当事項はありません。 

 

(中間損益計算書関係) 

    ※ 販売費および一般管理費のうち主要な費目及び金額、次のとおりであります。 

 
前中間会計期間 

(自 2024年１月１日 
至 2024年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 2025年１月１日 
至 2025年６月30日) 

販売促進費 205,986千円 197,178千円 

 

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。 

 

 
前中間会計期間 

(自 2024年１月１日 
至 2024年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 2025年１月１日 
至 2025年６月30日) 

現金及び預金 3,218,698千円 3,678,736千円 

預入期間が３か月を超える定期預金  △20,000  － 

現金及び現金同等物 3,198,698 3,678,736 

 

(株主資本等関係) 

該当事項はありません。 

 

(セグメント情報等) 

当社は、通信事業のみの単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

(収益認識関係) 

 顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

 前中間会計期間 
(自 2024年１月１日 
 至 2024年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 2025年１月１日 
 至 2025年６月30日) 

自社ネットワーク/キャリア_再販 3,217,341千円 4,194,693千円 

クラウドサービス 1,709,367千円 1,251,500千円 

自社ブランド再販 983,493千円 1,174,122千円 

ｅ－プラットフォーム 132,104千円 177,150千円 

スマートフォン・タブレット 15,209千円 11,429千円 

営業代行 2,000千円 600千円 

顧客との契約から生じる収益 6,059,515千円 6,809,497千円 

外部顧客への売上高 6,059,515千円 6,809,497千円 
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(１株当たり情報) 

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前中間会計期間 

(自 2024年１月１日 
 至 2024年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 2025年１月１日 
 至 2025年６月30日) 

１株当たり中間純利益 118円96銭 83円56銭 

中間純利益 (千円) 713,781 501,418 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

普通株式に係る中間純利益(千円) 713,781 501,418 

普通株式の期中平均株式数(株) 6,000,000 6,000,000 

(注) 潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載して

おりません。 

 

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

 

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 
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第７ 【外国為替相場の推移】 

該当事項はありません。 
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第８ 【発行者の株式事務の概要】 

事業年度 毎年１月１日から12月31日まで 

定時株主総会 毎事業年度末日の翌日から３か月以内 

基準日 毎年12月31日 

株券の種類 ― 

剰余金の配当の基準日 
毎年６月30日 

毎年12月31日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え   ― 

 取扱場所 ― 

 株主名簿管理人 ― 

 取次所 ― 

 名義書換手数料 ― 

 新株交付手数料 ― 

単元未満株式の買取り  

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目３番２号 

株式会社ＳＭＢＣ信託銀行 

  株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目３番２号 

株式会社ＳＭＢＣ信託銀行 

  取次所 ― 

  買取手数料 無料 

公告掲載方法 

当社の公告方法は、電子公告としております。 

ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができな

い場合は、日本経済新聞に掲載して行うこととしております。 

当社の公告掲載ＵＲＬは次のとおりです。 

https://air-u.jp 

株主に対する特典 なし 

(注)１．当社株式は、東京証券取引所TOKYO PRO Marketに上場しており、社債、株式等の振替に関する法律第128条第

１項に規定する振替株式であることから、該当事項はありません。 

２．当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない

旨を定款に定めております。 

  (１)会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

  (２)会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 

  (３)株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利 
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第二部 【特別情報】 

 

第１ 【外部専門家の同意】 

該当事項はありません。 
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独立監査人の中間財務諸表に対する期中レビュー報告書 
 

2025年９月12日 

株式会社ＡＩＲ-Ｕ 

取締役会 御中 

かがやき監査法人 

東京事務所 

指定社員 

公認会計士 林 幹根 

業務執行社員 

指定社員 

公認会計士 林 克則  

業務執行社員 

 

監査人の結論 

当監査法人は、株式会社東京証券取引所の特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例第

128条第3項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＡＩＲ-Ｕの2025年1月1日か

ら2025年12月31日までの第９期事業年度の中間会計期間（2025年1月1日から2025年6月30日まで）に

係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間キャッシュ・フロー計算書及

び注記について期中レビューを行った。 

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ＡＩＲ-Ｕの2025年6月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する中間会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。 

 

監査人の結論の根拠 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レ

ビューを行った。期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表の期中レビュー

における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に

従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監

査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

 

中間財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間財務

諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間

財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが

含まれる。 

中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成するこ

とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基
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づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。 

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監

視することにある。 

 

中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任 

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の

立場から中間財務諸表に対する結論を表明することにある。 

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビュ

ーの過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その

他の期中レビュー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

・  継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重

要な不確実性が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間財務諸表において、

我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていない

と信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確

実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間財務諸表の注記事項に注意を喚起する

こと、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間財務諸表に

対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュ

ー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし

て存続できなくなる可能性がある。 

・  中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含め

た中間財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に

表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。 

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビ

ュー上の重要な発見事項について報告を行う。 

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定

を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を

除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフ

ガードを適用している場合はその内容について報告を行う。 

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。 

以  上 


